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前回会議の振り返り・復旧パターンの整理

１



第２回会議の主な内容①

◎ 前回会議の振り返りと今後の部会の進め方

◎ 鉄道による復旧の整理・検討

■第1回会議で大きなスケジュールを確認したことから、部会の最終的な取りまとめのイメージを共有し、復旧パターン
を整理していくことを確認

■国の災害復旧助成制度を活用する場合の概算復旧費の補助対象経費と補助対象外経費を整理

■JR単独の意味と山陰線の復旧についてJR西日本の考えを確認

■ローカル線を内部補助で維持する考えについてJR西日本と中国運輸局（国）の見解を確認

■河川改修の工期を短縮する方法を県に確認

■美祢線と山陰線の違いの説明を受け、山陰線の今後の進め方（あり方議論の基準等）をＪＲ西日本に確認

■運営費の算出方法をJR西日本に確認

■上下分離で復旧する場合の分担の詳細をJR西日本に確認

■上下分離後の自治体が負担するランニング費用の国の補助制度の有無を確認
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第２回会議の主な内容②

◎ 鉄道以外による復旧の整理・検討

■鉄道以外の復旧事例を共有

◎ 復旧後の利便性向上に向けた調査・実証

■JR西日本は第3回会議で鉄道以外で復旧する場合の考えと地域との関わり方についての見解を提示することを提案

■沿線住民アンケートの調査時期や調査項目等を整理

■代行バスを増便した実証実験の速報値（10月1日～18日）を確認

◎ 榊原教授のコメント

■今回の実証は快速便による速達性と乗降ポイントの増加によるアクセス性の実証となるが、ある意味、速達性とアク
セス性は相反するものであり、実証を通じて得た結果を踏まえて、速達性とアクセス性のどちらを重視するか検討す
る必要がある

■美祢線は都市間輸送を担っており、ある程度の速達性は必要である

■次回会議で他モードによる復旧に関するJRの考えが示されるとのことであるが、他モードの検討を行う場合は、
運転士の確保についても考えていく必要がある
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鉄道による復旧パターンの整理（イメージ）

項 目
鉄道による復旧

JR単独 上下分離 ●●●

国補助制度 活用しない 活用する 国 JR 自治体

イニシャルコスト ５８億円以上 ５８億円以上

国補助の補助対象

３２億円 １０.６億円 １０.６億円 １０.６億円

国補助の補助対象外

２６億円 要調整

復旧期間 １０年

ランニングコスト
（年間）

５.５億円以上
JR 自治体

２.５億円 ３.０億円以上

速達性
（長門市⇔厚狭）

〇 （１時間２分）

定時性 〇 （維持）

災害等に対する運行安定性 運行再開までに比較的時間を要する

運行頻度 往復１８便

バリアフリー性 …

… …

※上表の最終報告（取りまとめ）は、あくまでもイメージです。項目等については、議論の中で変更する可能性があります。

※イニシャルコスト（５８億円以上）は、河川改修工事が計画通り実施されることを前提に試算した鉄道で復旧する場合の概算復旧費です。

４



鉄道以外による復旧パターンの整理（イメージ）

項 目
鉄道以外による復旧

●●● ●●● ●●●

国補助制度

イニシャルコスト

復旧期間

ランニングコスト
（年間）

速達性
（長門市⇔厚狭）

定時性

災害等に対する運行安定性

運行頻度

バリアフリー性

…

※上表の最終報告（取りまとめ）は、あくまでもイメージです。項目等については、議論の中で変更する可能性があります。
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鉄道による復旧の整理・検討

６



事業構造（運営形態）の変更パターンの整理
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山口県議会土木建築委員会資料①
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山口県議会土木建築委員会資料②
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山口県議会土木建築委員会資料③
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鉄道以外のモードによる復旧の整理・検討
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２０２４年１２月１９日

JR美祢線利用促進協議会
第 ３ 回 復 旧 検 討 部 会

ご説明資料
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１．鉄道以外のモードによる復旧に対する当社の考え方

２．鉄道とバス（鉄道以外）の輸送特性の比較

３．鉄道以外のモードによる復旧のパターン
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美祢線に対する当社の考え方

■当社発足以降の“ご利用状況や取り巻く環境の変化”を踏まえて

・国鉄改革時、美祢線は一定以上の貨物輸送を担っていたため、国鉄再建対策の対象（旅客輸送

密度4,000人/日未満）から除外されたが、その当時から旅客輸送密度は2,000人/日未満であった。

※貨物輸送については、2014年に取扱い廃止

・JR発足後も、列車本数を極力維持しつつも、ご利用の減少は止まらず、前回被災以降、JR美祢線

利用促進協議会にて利用促進を図ったが、ご利用状況が戻ることはなかった。また、先のWGでも実現

可能性を考慮せず、利用促進策を講じても、輸送密度は2,000人/日未満との試算結果であった。

⇒ 大量輸送としての鉄道の特性を発揮できていない線区であり、将来にわたり当社単独での運営継

続は困難であり、地域の皆さまと課題を共有し、地域のまちづくりや線区の特性・移動ニーズをふまえて、

地域とともに地域旅客運送サービスの確保に関する議論や検討を行う必要があると考えています。

■2023年6月末大雨被災を踏まえて
・2010 年７月に引続いての厚狭川に起因した、橋りょう流失と広範囲にわたる被害を伴う大規模な被
災である。
・流失橋りょうのみならず、広範囲の複数橋りょうで橋桁に至る水位上昇が確認され、大雨による被災リ
スクが顕在化しており、河川改修による地域の防災対策が不可欠である。
・同規模の大雨による再度災害の防止には、10年を要する新たな河川改修計画の完了が必要であり、
当面被災リスクの可能性が残る。
⇒ 今後も当面の間、被災リスクが残るため当社単独での復旧とその後の運営は難しいと考えます。

よって、「当社単独での鉄道としての復旧と、その後の運営を継続することは難しいと考えています」
一方で、「鉄道でもそれ以外の輸送モードでも、利便性と持続可能性を確保した地域公共交通の復
旧は必要と考えています」

第１回復旧検討部会資料より
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■地域交通等の地域に対する当社の関わり方

・当社としては、この地域で公共交通を担ってきた交通事業者として、鉄道以外のモードに

より復旧した場合についても、皆様と共に将来の地域交通を見据えながら地域の中で

の当社としての役割を果たしたいと考えています。

・また、交通事業以外の分野についてもグループ一体となって、地域社会全体の価値を高

め、観光分野をはじめとし、他の地域の方々とのつながりを強化していきたいと考えています。

鉄道以外のモードによる復旧に対する当社の考え方

■地域交通法等の趣旨を踏まえて

・「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（地域交通法）」に基づく基本方針

の通り、「地域の方々、地域へお越しの方々の移動手段の確保」「地域社会全体の価値

向上」等について、当社は、地域の方々と共に、まちづくりや観光施策等と連携した地域

公共交通の早期復旧に取り組んでまいりたいと考えています。

・また、利便性・持続可能性・生産性の高い地域公共交通となるように、法等に基づく枠

組みは最大限に活用していきたいと考えています。
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長門市 美祢市 山陽小野田市

関
連
す
る
ま
ち
づ
く
り
計
画
骨
子

・長門市駅の交通結節機能の充
実に向けてバス、タクシーなどの
利用利便の向上、駐車場の確保、
駅前広場景観の整備などを図る
・中心拠点と湯本観光拠点及び
仙崎観光拠点が一体となって観
光客に親しみと様々な体験ができ
るよう、これらをつなぐ道路、鉄道
の効果的な活用を図る

・美祢駅前は、鉄道等の複数の
公共交通の主要な結節点として、
また地域の交流の場として、駅前
広場の再整備を推進する

・歩行者中心の空間づくりとともに、
賑わい・交流が生まれる日常的な
機能や利便性を考慮した駅前を
含む賑わいゾーン

・JR厚狭駅は、円滑な乗継が可
能になるように交通事業者と連携
を図り、利便性の高い公共交通
サービスの構築を目指します。ま
た、バリアフリー化及び南北連絡
機能強化の検討を進め、安全性・
利便性の高い施設整備を図りま
す。

ま
ち
づ
く
り
計
画
の
方
針
図
等

参考：沿線市のまちづくり計画等

「長門市都市計画マスタープラン」より抜粋

「長門市都市計画マスタープラン」より抜粋

「美祢市立地適正化計画」より抜粋

「第二次美祢市総合計画」より抜粋

「美祢デザインノート」より抜粋

「美祢デザインノート」より抜粋
「山陽小野田市都市計画マスタープラン」より抜粋

「山陽小野田市都市計画マスタープラン」より抜粋 １６



鉄道 バス

○ローカル鉄道（キハ40・47系） 約110名／両

○ローカル鉄道（キハ120系） 約100名／両

○大型バス 約80名

○小型バス 約30名

・一度に多くのお客様をお運びできる点で、輸送量の面では鉄道が優位
・鉄道は車両連結することもでき、1便あたり100名以上の大量輸送に適している

鉄道とバスの輸送特性の比較 【輸送量】
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鉄道とバスの輸送特性の比較 【速達性・定時性】

１８

鉄道 バス

・鉄道は専用の線路を走行するため、定速走行が可能
・鉄道は専用の線路のみの走行の為、行き違い等の走行上の制約を受ける

○鉄道は専用の線路を走行するため、道路の混雑や
信号待ちの影響を受けず、定速走行が可能

○但し、単線区間が多いローカル線おいては、反対列
車との行き違い による待ち時間が発生

○一般交通と混在することによる道路渋滞や、信号
機等の影響を受け、一般的に専用路と道路交差にお
いて優先通行権を有する鉄道よりも速達性は低下

○狭隘道路でない限り、鉄道の単線区間のような
行き違いによる待ち時間は発生しない

〈優先通行による速達性・定時性の向上〉

〈線路走行の制約による速達性・定時性の低下〉



鉄道とバスの輸送特性の比較 【利用しやすさ ～乗降場所の柔軟性～】

１９

鉄道 バス

・バスは比較的柔軟に乗降場所の設置が可能
・バスは鉄道と比較し、直接目的地の近くでの降車がしやすい

○比較的柔軟に停留所設置・移設が可能○駅の新設・移設には、物理的・金銭的制約を
大きくうける

駅舎の解体、新設

運行管理等のシステム改修

線路の配線変更

美祢線代行バス実証実験

○目的地への乗り入れ（ダイレクトアクセス）も可能○利用しやすくするには二次アクセスとの連携が不可欠



鉄道とバスの輸送特性の比較 【利用しやすさ ～運行ダイヤの柔軟性～】

２０

鉄道 バス

・バスは道路を使用するため、運行ルート等について比較的柔軟性がある
・バスは鉄道と比較して運行本数が増やしやすい

○単線区間は行き違いできる地点が限られる

単線区間の行き違い設備 ダイヤグラム

○走行ルートは線路上に限定

○行き違い等の物理的制約を受けにくい

○柔軟な経路設定が可能

一般道は基本２線以上 バスロータリー等で折り返し

○多くの制約から運行本数が増やしにくい ○比較的運行本数が増やしやすい

ご利用状況に応じた
走行ルートの変更



鉄道とバスの輸送特性の比較 【利用しやすさ ～バリアフリー対応～】

２１

鉄道 バス

・鉄道の場合、専用の乗車位置（駅のホーム）への移動やそれに伴う
こ線橋の段差など、バスと比較し身体的負担が多い

○乗降時の段差（旧型車両の場合）

○駅によってはこ線橋での昇降が発生

○鉄道と同程度の段差がありますが、車体傾斜装置や乗
り場を嵩上げすることにより、段差を緩和することが可能

○道路上での乗降

出典：JR九州HP

［車両内までの高さ］
約26cm



鉄道とバスの輸送特性の比較 【環境優位性：カーボンニュートラル】

２２

鉄道 バス

・輸送量が少ない場合、バスの方が環境優位性に優れる
・EVに対応する場合、バスの方が低コスト

○車両１台あたりのCO2排出量はバスより多い
（1,000～1,500kg/km）

○利用者が多ければ環境優位性は高い

○車両１台あたりのCO2排出量は鉄道より少ない
（500～700kg/km）

○輸送量が少ない路線では、バスに優位性がある

○対応した場合 DEC700 4.5億/車
１両約90名

○対応した場合 ＥＶ車 約0.5億/車
１両約80名

出典：ビーワイディージャパンHP



鉄道以外のモードによる復旧のパターン（バスによる検討）

２３

○バスによる復旧と鉄道(被災前)の諸元表
9月以前の

代行バスレベル
実証快速便導入後の
代行バスレベル

【参考】鉄道（被災前）

イメージ

最速
所要時間

厚狭～美祢 34分（普通便） 25分（快速便） 2７分

厚狭～
長門市

81分（普通便） 6５分（快速便） 62分

停留所・駅数 12
（被災前鉄道と同程度）

１２＋５ 12

運行本数 19本
（被災前鉄道と同程度）

2９本
（被災前鉄道の約1.5倍）

18本

運行経路 全区間公道
（厚狭～美祢間県道）

全区間公道
（厚狭～美祢間県道・国道）

全区間線路

バスロケ × ○ ×

ｷｬｯｼｭﾚｽ決済 × × ×

停留所・駅設備 バス停標識 バス停標識 駅



参考： BRTとは

『国土交通省 令和４年9月 道路空間を活用した地域公共交通（BRT）等の導入に関するガイドライン』より抜粋

BRTとは、走行空間、車両、運行管理などに様々な工夫を施すことにより、速達性、定時性、輸送力について、
従来のバスよりも高度な性能を発揮し、他の交通機関との接続性を高めるなど利用者に高い利便性を提供する
次世代のバスシステムである。
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参考： BRTとは

２５
『国土交通省 令和４年9月 道路空間を活用した地域公共交通（BRT）等の導入に関するガイドライン』より抜粋



鉄道以外のモードによる復旧のパターン（BRTによる検討）

２６

○BRTで復旧した場合の輸送サービス概要案

ルート 鉄道線路に沿った経路での運行
一部区間はBRT専用道を走行

本数 被災前鉄道の1.5倍の本数に増便

車両 先進車両の導入による運行

主要目的地に沿った「駅」の設定
ご利用状況に合わせた「駅」の増設

駅

鉄道との
親和性

鉄道と同等の運賃サービス・
時刻表や運行情報の一体化など
鉄道との親和性を高めることを目指す

美祢駅

南大嶺駅

四郎ヶ原駅

厚保駅

湯ノ峠駅

厚狭駅

重安駅

於福駅

渋木駅

長門湯本駅

板持駅

長門市駅

(県)美祢青嶺高校

立寄湯「恩湯」

(県)厚狭高校

センザキッチン

美祢市役所

長門市役所

道の駅おふく

BRT専用道区間
（厚保～湯ノ峠）
延長4.2キロ

厚狭駅構内
乗り入れ

※ オプション

【凡例】
：駅
：バス優先道・専用道
：一般道

運行体制
JR西日本グループでの運行を想定
(地域事業者等とも連携を含めて丁寧に対話）



鉄道以外のモードによる復旧のパターン（BRTによる検討）

○ BRTによる復旧の諸元表

２７

【機能削減①：専用道】

専用道を設置しない
BRT基本案
BRTで復旧する場合
必要と考えるレベル

【機能付加①：車両】

EV化
【機能付加②：運行頻度】

実証快速便導入後
レベルの本数

【今回案】

【機能付加③：専用道】
厚狭駅構内にて
鉄道と同一ﾎｰﾑ乗換

専用道 専用道は
設置しない

貞任第５踏切～
厚保駅（4.2km）

貞任第５踏切～
厚保駅（4.2km）

貞任第５踏切～
厚保駅（4.2km）

左記に加え
厚狭駅～

下河端第２踏切
（1.2km）

所要時間 被災前鉄道と
同程度を目指す

被災前鉄道と
同程度を目指す

被災前鉄道と
同程度を目指す

被災前鉄道と
同程度を目指す

被災前鉄道と
同程度を目指す

BRT駅数 柔軟に対応 柔軟に対応 柔軟に対応 柔軟に対応 柔軟に対応

運行本数 1９本
(被災前鉄道と同程度)

1９本
(被災前鉄道と同程度)

1９本
(被災前鉄道と同程度)

2９本
（被災前鉄道の約1.5倍）

1９本
(被災前鉄道と同程度)

車両 大型DV 大型DV 大型EV 大型DV
（①大型EV）

大型DV

バスロケ ○ ○ ○ ○ ○

ｷｬｯｼｭﾚｽ
決済

○ ○ ○ ○ ○

その他 主要BRT駅にて
屋根付きを検討

主要BRT駅にて
屋根付きを検討

主要BRT駅にて
屋根付きを検討

主要BRT駅にて
屋根付きを検討

主要BRT駅にて
屋根付きを検討

※グレー文字は、基本案と同じ内容



参考：BRT事例の比較

○ BRTによる復旧の諸元表
日田彦山BRT 気仙沼BRT 大船渡BRT

営業キロ 37.7km 55.3km 43.7km

うち専用道 14.1㎞ 48.2㎞ 18.8㎞

輸送密度
2023年度

164(131※)
※2016年度

206(898※)
※2009年度

207（453※)
※2009年度

最速所要時間 92（56）分 106 (90）分 77 (65）分

駅数 36(11) 25(19) 27(12)

運行本数 28(22)本 ※１
添田～彦山

65（22）本 ※１
気仙沼～本吉

53（19）本 ※１
盛～陸前高田

車両 小型EV4台
中型DV3台

台数不明全車HV 台数不明全車HV

バスロケ 対応 対応 対応

ｷｬｯｼｭﾚｽ決済 交通系IC対応
(BRT内完結のみ)

交通系IC対応
(BRT内完結のみ)

交通系IC対応
(BRT内完結のみ)

運賃体系 鉄道とほぼ同一運賃、
鉄道通し利用割引

鉄道とほぼ同一運賃、
鉄道通し利用割引

鉄道とほぼ同一運賃、
鉄道通し利用割引

運行会社
（委託先）

JR九州バス
（一部日田バスに再委託）

ミヤコーバス 岩手県交通

委託元 JR九州 JR東日本 JR東日本

※１ 最も本数が増えた区間を記載

（ ）内は鉄道運行時
２８



鉄道以外のモードによる復旧のパターン

○鉄道以外のモードによる復旧と鉄道(被災前)の諸元表
バス BRT

【参考】

鉄道（被災前）
9月以前の

代行バスレベル
実証快速便導入後
代行バスレベル

BRT基本案
BRTで復旧する場合
必要と考えるレベル

今回案

最速
所要
時間

厚狭～
美祢

34分（普通便） 25分（快速便）
被災前鉄道と
同程度を目指す

2７分

厚狭～
長門市

81分（普通便） 6５分（快速便） 62分

停留所・駅数 12
（被災前鉄道と同程度）

１２＋５ 柔軟に対応 12

運行本数 19本
（被災前鉄道と同程度）

2９本
（被災前鉄道の約1.5倍）

1９本
（被災前鉄道と同程度）

2９本
（被災前鉄道の約1.5倍）

18本

運行経路 全区間公道を走行
（厚狭～美祢間県道）

全区間公道を走行
（厚狭～美祢間県・国道）

一部専用道〔貞任第５踏切
～厚保駅（4.2km）〕を整
備し走行

同左 全区間線路

バスロケ ×※ ○ ○ ×

ｷｬｯｼｭﾚｽ決済 ×※ ×※ ○ ×

その他 バス停標識 バス停標識 主要BRT駅にて
屋根付きを検討

左記に加えて、
車両にEV車使用可

※ 代行バスでは導入していないが、導入することも検討
２９



復旧後の利便性向上に向けた調査・実証
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実証実験の概要①

３１



実証実験の概要②
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実証実験の利用状況

代行バスの月別の利用状況（1日平均）

３３

最新情報

４１８人

４６３人

４２７人

４６２人

４２２人

４６３人

２０２３年
10月

２０２４年
1０月

２０２３年
1１月

２０２４年
1１月

２０２３年
1０～１１月

２０２４年
1０～１１月

１１０％増



参考資料
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社会資本整備総合交付金-地域公共交通再構築事業の概要

地域づくりの一環として、地域公共交通ネットワークの再構築に必要なインフラ整備に取り組む地方公共団体への支援を可能とするため、地方公共団体が、
地域公共交通計画及び立地適正化計画その他のまちづくり・観光計画において中長期的に必要なネットワーク（鉄道・バス路線）を位置付けた場合に、
ネットワーク形成に必要な施設整備等に関する地域の取組を支援

地域公共交通再構築事業

利用者の大幅減等により、現状のままでは地域交通ネットワークの維持が難しい状況になっている地域において、地域戦略と連動した持続可能性・利便性・
効率性の高い地域交通ネットワークへの再構築を図るため、令和5年度に新たに社会資本整備総合交付金に基幹事業として「地域公共交通再構築事業」
を創設（基幹事業の追加は創設以来初めて）

【交付金事業者】 地方公共団体 ※交付金については、地方公共団体からの補助金を受けて、民間事業者等も事業実施可能

【補 助 率】 1/2

【交付対象事業】 地域公共交通特定事業※の実施計画の認定を受けた、持続可能性・利便性・効率性の向上に資する施設整備
※地域公共交通活性化法に基づく、ローカル鉄道に係る公共交通再構築やバス路線の再編等を行う事業実施計画

【補 助 要 件】
(1) 地域公共交通計画の作成・地域公共交通特定事業実施計画の認定

- 地域公共交通計画が作成され、かつ、地域公共交通特定事業実施計画の大臣認定を受けていること
※鉄道については、再構築協議会等において策定された鉄道事業再構築実施計画に係る路線（原則輸送密度4,000人未満
の線区）が対象

(2) 地方公共団体の計画における地域公共交通とまちづくり・観光戦略等の相互連携

- 地方公共団体が作成する、まちづくり/観光等に関する計画（例：立地適正化計画）において、まちづ
くりや観光における戦略の一つとして「鉄道の活用」「バスネットワークの活用」が位置付けられ、そのための
実効性ある取組が具体的に記載されていること

(3) 事業の効果（実効性）を確認するための目標設定

- ①利用者数 ②事業収支 ③国/地方公共団体の支出額 の目標を設定すること

(4) 実効性のある地域活性化のための鉄道・バスの活用

- 本事業に関連する施設整備を含め実効性ある利用促進施策が実施計画に具体的に位置付けられること

・鉄道施設（駅施設、線路設備、電路設備、信号保安設備 等）の整備
・バス施設（停留所・車庫・営業所・バスロケ施設・EVバス関連施設（発電・蓄電・充電）等）の整備
※上記とあわせて、効果促進事業（地方自治体の作成する社会資本総合整備計画ごとに交付対象事業全体の20％を目途）で、鉄道・バス車両の導入も支援

※JR本州3社又は大手民鉄の路線については、補助対象経費は総事業費の2/3を上限

（1/3は事業者の自己負担）

EVバス充電施設の設置

営業所/車庫の整備

停留所の設置

既存施設の撤去駅の新設・移設・改築

EVバス車両の導入

高速化（軌道強化）

鉄道とBRTの連携

乗入れ

専用道

GX/DX車両の導入

※JRに関し、「新会社がその事業を営むに際し当分の間配慮すべき事項に関する指針」の運用を何ら変更するものではない ３５



先進車両導入関連事業
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